
成績概要書（2005年 1月作成）                             
研究課題：集出荷コストの低減に向けた物流ＡＢＣ分析の活用法 

（低コスト生産・流通体系の確立に向けた出荷規格簡素化の推進方策） 
担当部署：中央農試生産システム部経営科 空知西部地区農業改良普及センター 
協力分担： 
予算区分：道 費（事 業） 
研究期間：2003～2004年度 

１．目 的 
道産野菜は、輸入野菜との競争状態に直面しており、輸入野菜に対抗しうる供給体制を確立することが

課題となっている。野菜の集出荷施設で発生する費用構造の把握手法である物流ＡＢＣ分析は、コスト低

減の道筋を明らかにでき、道産野菜の生産・流通の低コスト化に貢献しうるものである。そこで、物流Ａ

ＢＣ分析の具体的な利活用場面を提案することで、本道の野菜産地の運営に資する。 
２．方 法 
１）対象地域 空知管内Ａ農協トマト専用集出荷施設、作業工程は、図１に示した。 

２）物流ＡＢＣ分析（Activity Based Costing：活動基準原価計算） 

物流ＡＢＣ分析は、物流コストを作業工程（Activity）ごとに算定する原価計算方式である。物流Ａ

ＢＣ分析を用いることで、集出荷施設における作業工程ごとに要した費用額やその費用の構成を把握

でき、その分析結果は、集出荷施設におけるコスト低減の道筋を明らかにする場面で役立てられる。 

３）集出荷の実態調査 

３．成果の概要 
１）Ａ産地の事例から、集出荷施設で発生する費用を物流ＡＢＣ分析により明らかにした（表１）。その結

果、資源別コストの構成では、人件費のウェイトが高かった。また、作業工程ごとの構成では、配置され

た作業者の多い箱詰め工程と選果工程で生じるコストのウェイトが高かった。したがって、集出荷コスト

の低減にあたり、人件費の見直しが重要となることが明らかになった。特に、選果工程と箱詰め工程に着

目することが有効であると考えられた。 
２）人件費は、出荷量の増加に対応して作業者数を増加させたことと、選果ラインの処理速度を早めたこ

とに対応して時間給をあげたことで、上昇していた（表２）。ただし、出荷量が増加したことと施設内の労

働生産性が向上したことから、ケース当たりの負担額の上昇を回避していた（表２）。作業者数の削減を伴

わない人件費の抑制には、施設の労働生産性の向上と出荷量の増加が不可欠になる。 

３）選果作業に影響する等級のばらつきと労働生産性との関係をみたところ、労働生産性は、搬入された

トマトの等級がばらつく時ほど低下していた。とりわけ、労働生産性は、選果工程において規格外品の発

生率が高まる時に低下していた（図２）。また、箱詰め作業に影響する規格ごとの出現玉数のばらつきと労

働生産性の関係をみたところ、労働生産性は、規格ごとの出現玉数が不揃いな時ほど低下していた（図３）。 
４）出荷量の変化に伴う集出荷コストについて、物流ＡＢＣ分析によりシミュレーションした。その結果、

出荷量を増加させることは、減価償却費等の固定的な費用の抑制につながり、集出荷コストの低下に結び

つくことが認められた（図４）。また、閑散期の10月の人件費は割高となっていることから、施設の稼働

期間内における出荷量を平準化させていくことが、人件費の抑制に効果をもつことが認められた（表３）。 
５）集出荷コストのあり方は、施設に持ち込まれる量と中身（規格・品質）に大きく左右されることが判

明した。そのため、集出荷コストの低減には、集出荷施設内での作業の改善だけに留めず、生産者の栽培

技術向上に対する取り組みにしていくことが求められる。 

６）物流ＡＢＣ分析は、集出荷施設内の作業改善を図る以外に、分析結果を農協・普及センターにおける

営農指導と組み合わせることで、集出荷コストの低減に有効になる。 

７）生産から出荷までの一連の集出荷コストの低減方策として、①個々の経営における販売成果（規格及

び収量）の低迷要因を特定し、その対応策を講じること、②規格外品混入への対応策を講じること、③新

規の生産者の加入や新たな作型を導入することで、出荷量の長期安定化を図ることが挙げられた。 

８）物流ＡＢＣ分析の新たな活用場面を「集出荷コストの低減に向けた物流ＡＢＣ分析の活用法」とし

て整理した（図５）。
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図１ Ａ産地におけるトマト集出荷施設の作業工程と人員配置     

注：１）人員配置は、2003年のもの 

表１ 集出荷施設における物流ＡＢＣ分析の結果 
（円／ｹ ｽー） （％） 総　額 人件費 スペース費 設備・機器費 資源・消耗品費

入 荷 3.8 6 1,743,369 533,310 363,551 832,067 14,441

選 果 13.5 21 6,137,463 4,855,826 194,399 1,067,983 19,254
外 品 箱 詰 め 0.5 1 242,842 194,233 10,099 37,822 688

箱 詰 め 31.8 49 14,481,073 10,488,585 817,990 3,118,798 55,700

製 函 3.9 6 1,761,088 266,655 744,775 739,343 10,315

出 荷 8.9 14 4,050,066 799,965 1,211,837 2,013,508 24,756

間 接 作 業 2.8 4 1,262,985 388,466 444,340 266,667 163,512

全 体 65.1 100 29,678,885 17,527,040 3,786,992 8,076,188 288,665

資源別構成 (％ ) － － 100 59 13 27 1

資源別のコスト（円）作 業 工 程
(アクティビティ)

作業工程ごとの単価

 
注１）人件費：生産者が負担するパート男性及びパート女性に要した費用のみ計上。 
注２）スペース費：施設の減価償却費の生産者負担分、固定資産税、光熱水道費を計上。 
注３）設備・機器費：選果機一式、リフタートラック、備品、機械の修繕費を計上。 

注４）資源・消耗品費：施設内で発生した消耗品等の費用を計上。 
注５）包装資材費は扱っていない。 
注６）四捨五入の関係で合計は100とならない。 

 
表２ 人件費の比較（2002年・2003年） 

労　働 １人当たり1日当たり

生産性 時間給 作業者数

（千円） （円／ｹｰｽ）（ケース）（ｹｰｽ／時）（円／時） （人）

2002年 14,505 38.4 377,377 770 700 42

2003年 17,527 38.4 455,862 880 727 47

03年／02年 121 100 121 114 104 112

人件費 出荷量

 

従　来

　・手待ちロスの改善
　・直列作業の改善（川上・川下処理量差）

着目すべき作業工程を判断 　・二度手間作業の廃止
　・余裕人員の削減

etc

新たな活用場面

　＜生産から出荷までの一連の取り組み＞
　・販売成果の低迷要因の特定と対応策の構築
　・規格外品混入への対応策の構築
　・出荷量の長期安定化を図る

着目すべき作業工程を判断

　

　＜集出荷施設内作業の改善＞
物流ＡＢＣ分析

標準作業時間を設定し
無駄な作業を特定
（ＭＴＭ法）

物流ＡＢＣ分析

集 出 荷 コ ス ト と
生 産 者 の 搬 入 す る
量 ・中身 （規格） の関係に
着目（作業日誌等を用いる）

集 出 荷 コ ス ト の あ り 方 は
生産者の持ち込む中身（ 規格 ）と量が左右する

物流 Ａ Ｂ Ｃ の分 析結 果を 営農 指導 の 場面 に 利用

物流ＡＢＣ分析は、集出荷施設内で発生する費用を作業工程ごとに把握する原価計算手法である

産地としての取り組みが集出荷コスト削減と結びつくことを強調できる！

 
図５ 集出荷コストの低減に向けた物流ＡＢＣ分析の活用法 
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図２ 選果工程における規格外品の 

    発生率と労働生産性の関係 
注１） プロットは、日単位のデータである。 

注２） ***：有意水準１％。 
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図３ 規格ごとの出現玉数の 

ばらつきと労働生産性の関係 
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  図４ 出荷量ごとに見た 

   集出荷コスト 
 
表３ 稼働時期別に見た人件費 

通　年 ８月 １０月

円／ｹｰｽ 円／ｹｰｽ 円／ｹｰｽ

入 荷 1.2 1.1 1.6

選 果 10.7 9.9 14.6

外品箱詰め 0.4 0.4 0.6

箱 詰 め 23.0 21.4 31.4

製 函 0.6 0.5 0.8

出 荷 1.8 1.6 2.4

間 接 作 業 0.9 0.8 1.2

全 体 38.4 35.7 52.5
出荷量（ｹｰｽ） － 190,195 37,120  

 
４．成果の活用面と留意点 
本成果は、野菜産地における集出荷コストの見直しを図る場面で活用できる。 
 物流ＡＢＣ分析の実践には、専用ソフト（日本施設園芸協会）を用いることが望ましい。 
 
５．残された問題とその対応 


